
議第１５号

令和７年度

　天 草 市 病 院 事 業 会 計 補 正 予 算 書

（ 第 ３ 号 ）
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　（総　則）

第１条 令和７年度天草市の病院事業会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第２条 令和７年度天草市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入の予定額を次のとおり補正する。

（ 計 ）

第１款 4,471,662 千円 7,812 千円 4,479,474 千円

第２項 887,554 千円 7,812 千円 895,366 千円

　（他会計からの補助金）

第３条 予算第９条に定めた補助金の金額を次のように改める。

　　令和８年２月２日提出

補正予定額既決予定額

令和７年度天草市病院事業会計補正予算（第３号）

病院事業収益

（ 補正予定額 ）

医 業 外 収 益

（ 科　　　目 ） （ 既決予定額 ）

収　　入

款

　　天草市長　馬場　昭治

7,812千円 32,821千円医業外収益病院事業収益

35,571千円

項

合　　　　　　計 7,812千円27,759千円

25,009千円

計
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令　和 ７ 年 度

病院事業会計補正予算（第３号）に関する説明書
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収　　入 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

１ 病 院 事 業 収 益 4,471,662 7,812 4,479,474

２ 医 業 外 収 益 887,554 7,812 895,366

２ 他 会 計 補 助 金 25,009 7,812 32,821 一般会計からの繰入金

令和７年度天草市病院事業会計補正予算（第３号）実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

目款 項
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（単位：千円）

令 和 ７ 年 度
予　定　額

令 和 ７ 年 度
予　定　額

Ⅰ 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

当 年 度 純 損 益 △ 528,048 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 65,550

減 価 償 却 費 419,183 一 般 会 計 負 担 金 に よ る 収 入 179,052

資 産 減 耗 費 3,447 他 会 計 補 助 金 に よ る 収 入 2,750

長 期 前 払 消 費 税 償 却 1,658 県 補 助 金 に よ る 収 入 7,639

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 40,710 123,891

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 252,376 Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 19,121 企 業 債 の 借 入 に よ る 収 入 39,000

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 14,938 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 348,040

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 92,079 △ 309,040

た な 卸 資 産 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0 Ⅳ 資 金 増 加 額 （ Ⅰ + Ⅱ + Ⅲ ） △ 408,496

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 0 Ⅴ 資 金 期 首 残 高 1,726,675

その他流動負債の増減額（△は減少） 0

小　　　　　　　　　計 △ 227,530

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 19,121

利 息 の 支 払 額 △ 14,938

△ 223,347

令和７年度天草市病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅵ 資 金 期 末 残 高 1,318,179
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１．固　定　資　産 　

(1) 千円 千円 千円 千円

イ 土 地 599,925

ロ 建 物 5,809,636

3,278,407 2,531,229

ハ 建 物 附 属 設 備 1,981,249

1,335,597 645,652

ニ 構 築 物 252,780

205,340 47,440

ホ 車 両 47,252

31,894 15,358

へ 器 械 及 び 備 品 2,642,280

1,775,417 866,863

4,706,467

(2)

イ 電 話 加 入 権 860

860

(3)

イ 投 資 有 価 証 券 2,500,000

ロ 長 期 前 払 消 費 税 59,879

43,299 16,580

2,516,580

7,223,907

２．

(1) 1,318,179

(2) 488,030

△ 7,898 480,132

(3) 38,821

1,837,132

9,061,039

固 定 資 産 合 計

（令和８年３月３１日）

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

資　　　　産　　　　の　　　　部

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

減 価 償 却 累 計 額

令和７年度天草市病院事業予定貸借対照表

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

貯 蔵 品

流　動　資　産

投 資 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計
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３．固　定　負　債

(1)

イ 建 設 改 良 費 等 企 業 債 1,359,474

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,047,262

2,406,736

４．流　動　負　債

(1)

イ 建 設 改 良 費 等 企 業 債 357,869

(2) 119,204

(3)

イ 賞 与 引 当 金 134,902

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 24,547

159,449

(4)

イ 預 り 金 1,401

637,923

５．繰延収益

(1) 3,013,359

(2) △ 1,661,974

1,351,385

4,396,044

６．資　　本　　金

(1) 3,538,961

3,538,961

７．剰　　余　　金

(1) 0

(2)

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 当年度未処分利益剰余金 1,126,034

1,126,034

1,126,034

4,664,995

9,061,039

自 己 資 本 金

利 益 剰 余 金

固 定 負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

企 業 債

企 業 債

引 当 金

引 当 金 合 計

未 払 金

負 債 資 本 合 計

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

資 本 金 合 計

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

引 当 金

負　　　　債　　　　の　　　　部
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記） ３．消費税及び地方消費税の会計処理

１．固定資産の減価償却の方法 　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

一　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

（予定貸借対照表等に関する注記）

１．企業債の償還に係る他会計の負担

２．引当金の計上方法

一　退職給付引当金

(その他の注記）

１．引当金の目的使用による取り崩しについて

一　退職給付引当金

二　賞与引当金及び法定福利費引当金 二　賞与引当金

三　法定福利費引当金

三　貸倒引当金

令 和 ７ 年 度 天 草 市 病 院 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

二　有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則（以下「施

　行規則」という。）別表第２号を適用している。

予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から
起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担す
ると見込まれる額は、８７９，８２１千円である。

職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の
算定については、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと
仮定した場合をもって支給すべき退職手当の総額とする簡便法によ
り算定した額を計上している。

なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事
業年度退職手当のうち、病院事業在職期間相当分に係る負担額を
天草市に対して支払うことで天草市と協議のうえ、当年度における
退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

当年度において、退職手当として４３，９５７千円を支給するため、
退職給付引当金４３，９５７千円を使用する。

職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末
における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上し
ている。

また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天
草市職員の給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づ
き、期末勤勉手当基準日である６月１日及び１２月１日から要支給
額を算定している。

当年度において、期末手当及び勤勉手当として４４７，０３４千円を
支給するため、賞与引当金１２８，４８５千円を使用する。

当年度において、法定福利費として４４３，１２４千円を支給するた
め、法定福利費引当金２３，７８０千円を使用する。

債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収
不能見込額を計上している。

また、貸倒引当金の算定については、患者未収金を一般債権とし
て認識し、直近５ヶ年の貸倒実績率平均値で回収不能見込額を算
定している。
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